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同じく 1 9 9 4 年日本デザイン学会研究発表「生活の
中のプラスチックに関する意識調査（岡山県在住の一般
消費者に対する意識調査から） The Result of Survey on 
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( 1 ） 合成樹脂の原材料の生産量推移
合成樹脂原材料全体の生産量は、 1 9 9 4 年以降増加傾
向にある 。 熱可塑性樹脂 （ポリエチレン、塩化ピニル、
ポリプロピレン等） は、樹脂全体の生産量と同様、増加
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1987年 1988年 19四年 1990年 1991 年 1992年目白年 1994年 1995年 1996年
一一・一ーその他
合成樹脂の品目別生産量推移 （出典 ： 2 )
アメリカの囲内消費量が他国に比べて突出しているが、
l 人当たり消費量についてはドイツと同程度になってい







1 割と 、これに次いで多 くな っ ている 。 合成樹脂の品目




















主要国における合成樹脂消費量（ 1 9 9 5 年）（出典 1 ) 


















図 ： 6 合成樹脂の国内消費量推移（出典：1) 
日本では、 電気、 電子、輸送、 家庭用品等の部門での合
成樹脂の使用比率が、他国に比べて多く、建築部門での
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図 7 主要国の合成樹脂材料の需要部門別消費比率（ 1 9 9 5 年）
（出典 1 ) 















（出典 ： 「絵解き 廃棄物の焼却技術」)
27 
( 2 ） 合成樹脂の排出量推移 第 3 章、都市ごみ組成中の合成樹脂
廃プラスチックの排出量は、生産量の増加にほぼ対応す 全国 6都市の家庭ごみ組成調査による比率をみると、湿
る形で、＇86 ～＇95年の 1 0 年間で増加し続け、 ’95年の廃 重量比率では厨芥類と紙で大部分が占められ、プラスチ
出量は＇86年のおよそ 2 倍となっている 。 ＇ 94年以降、そ ックは約 l 割となっているが、容積基準ではプラスチツ





図 9 合成樹脂材料の生産量と排出量の推移 （出典： 3 )





図. 1 0 廃プラスチックの分野別排出比率（ 1 9 9 5 年）
（出典 ： 3 )













れ、約 4 割が埋め立て、残りの約 l 割が固形燃料化や再
生利用に使われている υ 焼却処理のうち ごみ発電分を含
めると、廃プラスチック製品の 25 %が有効利用さえて
いる こと になる 。
み電ご発
88 4万t \336万t \ 449万t \327万t
50.8%¥ 37.0% 





















表 ： 3 各種素材における物質循環基礎指標（ 1 9 9 4 年）
（出典 ： 5 )
1 .68 0.04 0.64 0.37 0.65 0.68 
0.88 0.04 0.65 0.77 0.24 0.19 
0.63 0.24 0.54 0.53 0.08 0.12 




















第 5 章、 合成樹脂をめぐる現状の課題
5. 1 合成樹脂の処理に関する問題
・収集、運搬時の問題


































…平成 1 2 年 4 月～油
合成樹脂の再商品化促進のための方策についての基本方
針としては、以下のような点が挙げれている。





















平成 9 年度からPETの分別収集実施 ： 7 1 6 市町村：法
施行の 4. 3 倍、計画策定市町村の 25%
3 1 3 市町村 （ 4 4 % ） リサイクル協会に委託、 4 0 3 
市町村 （5 6 %）独自ルート、自家処理
全国 1 4 0 ヶ所の処理工場にて回収PETをフレーク、ペ
レットに加工 （原材料） 4 6 %流通資源、 2 5 %PET用
原料、 1 5%繊維利用
［容器包装リサイクル協会の現状］
リサイクル協会 （平成 9 年 8 月 1 5 日現在）
特定事業者 4 6 4 社登録・ （ガラス 4 6 2 /PET 3 1 
3 ） 、自治体 6 0 7 市町村契約 （ガラス 4 6 2 /PET3 
1 3 ） 、再処理・再商品化業者 6 8 社選定 （ガラス 3










ムJ 平成 8 年 8 月 ～
・関連2 4 業界団体、関連4 省 （通算、 厚生、農水、国
税、リサイクル協会）による検討会
・事業者の対応方法、再商品化技術等の検討




収集見込量l,765t／月＞収集量806t／月（平成 9 年 4 月 ）
・分別収集未実施市町村が多い←費用負担大／財政圧迫





再商品化率は収集量の約 4 割 収集量 8 0 6 t 再商品化












・大阪市：当面 3 年間のモデル事業と して実施
行政：消費者→分別収集～中間処理 （大阪市）→再商品
化 （事業者）平成 9 年 1 0 月 ～
事業者：消費者→店頭回収→再商品化平成 9 年 6 月～












その他プラスチック：分別収集率 30%想定→約 1 0 0 




( 4 ） ダイオキシン問題の顕在化




新設の焼却炉は0.lng-TEQ/N · 以下とする 等
・全国市町村のごみ焼却施設調査の結果発表（厚生省）
80ngTEQ/N ·を越える施設は 1 0 5 施設（ 7 施設休止、
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